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1.　はじめに

国土交通省では，建設現場を取り巻く環境の変
化や最新の施工実態を踏まえ，直轄土木工事を対
象とする積算基準を毎年度改定している。

令和 4 年度の改定では，「働き方改革に取り組
め る 環 境 整 備 」，「 i-Construction の 更 な る 拡
大」，「円滑な施工体制の確保」の三つの施策方針
の中で基準を改定した。また，企業として継続す
るために必要な経費の対象等を考慮し，低入札価
格調査基準の計算式を改定した。本稿では，これ
ら主な基準改定の概要を紹介する。

2.　働き方改革に取り組める
環境整備

時間外労働規制を見直した改正労働基準法の適
用について，建設業には 5 年間の猶予が設けられ
ているが，法適用がなされる令和 6 年 4 月まで残
すところ 2 年となった。

また，令和元年 6 月には，新・担い手 3 法が改
正され，週休 2 日の確保をはじめとする適正な工
期設定が発注者の責務として明確に位置付けられ
た。このように，建設業における技術者・技能労
働者の週休 2 日の確保が喫緊の課題となっている。

⑴　週休 2日工事における間接工事費等の補正
（表－ 1）
国土交通省では，平成 29 年度より現場閉所の

状況に応じた週休 2 日工事の経費補正を実施して
きたが，実態調査の結果を踏まえ，令和 4 年度も
補正係数を継続することとした。

また，令和元年度より試行を開始した交替制に
よる休日確保を推進するモデル工事の補正係数に
ついても，令和 4 年度も継続することとした。

3.　i-Construction の更なる拡大

国土交通省では，i-Construction の推進を図る
ため，ICT の全面的な活用などの取組を進めて
きたが，直轄工事の中でも全国企業では 9 割以上
が ICT 施工実績を有する一方，地域企業では
ICT 施工経験企業は約半分となっている。そのた
め，中小企業への ICT の普及が課題となっている。

⑴　小規模土工に対応した ICT実施要領等の策
定（図－ 1）
中小建設業が施工する現場は比較的小規模な現

場が多いため，小規模な現場に対応した ICT 施
工の導入が求められている。そこで，都市部や市
街地などの狭小現場でも，小型のマシンガイダンス

（MG）技術搭載バックホウを使うことで，ICT

令和 4年度 土木工事積算基準等の
改定について

国土交通省 大臣官房 技術調査課　事業評価・保全企画官　藤
ふじ

浪
なみ

　武
たけ

志
し

6 建設マネジメント技術　　2022 年 4 月号

建マネ2204_05_特集_1_三.indd   6 2022/04/05   14:53



特集積算基準類の改定積算基準類の改定

施工を可能とする ICT 実施要領等を策定した。
これにより，丁張を行うことなく作業が進めら

れるため，土工作業全体の迅速化，現場の補助員
削減による安全性の向上等が期待できる。また，
ICT 土工・床掘工・小規模土工・法面工におけ
る出来形管理は，衛星測位（RTK-GNSS）やト
ータルステーション（TS）等を活用した断面管
理を標準とし，市販のモバイル端末を活用した面
管理も活用可能となる。

⑵　3次元起工測量及び 3次元設計データ作成費
用見積り参考資料の改定（図－ 2） 
ICT 施工に伴う 3 次元起工測量，3 次元設計デ

ータ作成の積算について，原則として見積徴収に
よる積み上げとしているが，見積りの妥当性を判
断するに当たり参考となる見積り参考資料を令和
2 年度に作成しており，施工現場の実態に合わせ，
見積り参考資料の算定式を改定することとした。

表－ 1　週休 2日工事における間接工事費等の補正
週休 ２⽇の補正係数

・週休 ２⽇の実現に向けた環境整備として，現場閉所の状況に応じた労務費，機械経費（賃料），共通
仮設費，現場管理費の補正係数を継続

現場閉所率
４週 ６休以上 ７休未満

（２1.４% 以上 ２5.0% 未満）
４週 ７休以上 ８休未満

（２5.0% 以上 ２８.5% 未満）
４週 ８休以上
（２８.5% 以上）

労務費 1.01 1.03 1.05

機械経費（賃料） 1.01 1.03 1.0４

共通仮設費 1.0２ 1.03 1.0４

現場管理費 1.03 1.0４ 1.0６

週休 ２⽇交替制モデル⼯事の補正係数

・交替制モデル⼯事における週休 ２⽇の実現に向けた環境整備として，技術者，技能労働者の休⽇確
保の状況に応じた労務費，現場管理費の補正係数を継続

休⽇率
４週 ６休以上 ７休未満

（２1.４% 以上 ２5.0% 未満）
４週 ７休以上 ８休未満

（２5.0% 以上 ２８.5% 未満）
４週 ８休以上
（２８.5% 以上）

労務費 1.01 1.03 1.05

現場管理費 1.01 1.0２ 1.03

図－ 1　小規模土工に対応した ICT実施要領等の策定
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4.　円滑な施工体制の確保

円滑な施工体制を確保することは，公共事業予
算の計画的な執行とともに，建設現場の魅力向上
にも資するものであり，毎年度，建設現場の実態

を踏まえて基準改定に反映してきたところであ
る。令和 4 年度は，以下に示す事項について改定
を行った。

⑴　少雪時における除雪工事の積算（精算時）の
試行（図－ 3）
道路除雪は降雪量に応じて毎年度の工事量が大

図－ 2　3次元起工測量及び 3次元設計データ作成費用見積り参考資料の改定

図－ 3　少雪時における除雪工事の積算（精算時）の試行

8 建設マネジメント技術　　2022 年 4 月号

建マネ2204_05_特集_1_三.indd   8 2022/04/05   14:53



特集積算基準類の改定積算基準類の改定

きく変動する工事であり，工事を受注する除雪事
業者にとっては安定した収入を確保しにくい傾向
にある。そのような中，令和元年度は全国的に記
録的な少雪となり，一部の地域を除いて除雪の出
来高が上がらず，除雪事業者において作業員の確
保や重機の維持といった最低限必要となる経費を
まかなうことが困難になるという課題が発生し 
た。

これを受け，令和 3 年 12 月から道路除雪工に
おいて，少雪時においても固定的に発生する経費
を計上できるよう，除雪機械の機種や台数に応じ
て固定的経費（①直接工事費分＋②間接工事費分）
を計上する新たな積算方法の試行を開始している。

⑵　大規模災害における復興係数・復興歩掛（表
－ 2）
岩手県，宮城県，福島県（東日本大震災），熊

本県（熊本地震）及び広島県（西日本豪雨）の各
被災地においては，復興事業に伴う工事量の増大
により資材やダンプトラック等の不足が発生し，
作業効率が低下している。

このため，実態調査の結果を踏まえ，間接工事
費の補正等について一部見直しを行った上で，令
和 4 年度も継続することとした。

⑶　一般管理費等率の改定（図－ 4）
最新の本社経費の実態を反映し，一般管理費等

率を改定することとした。

表－ 2　大規模災害における復興係数・復興歩掛
岩⼿・宮城・福島県内 熊本県内 広島県内

復興係数
間接⼯事費を補正

適⽤時期 H２６.２.3 H２9.２.1 R 元 .８.19

対象⼯種 全ての⼟⽊⼯事 全ての⼟⽊⼯事 全ての⼟⽊⼯事

補正率
共通仮設費：1.5 共通仮設費：1.1 共通仮設費：1.1

現場管理費：1.２ 現場管理費：1.1 現場管理費：1.1

復興歩掛
歩掛の⽇当たり
標準作業量を補正

適⽤時期 H２5.10.1 H２9.２.1 R 元 .８.19

対象⼯種 ⼟⼯ ⼟⼯ ⼟⼯

補正率 ⼟⼯：標準作業量を 10%低減 ⼟⼯：標準作業量を ２0%低減 ⼟⼯：標準作業量を ２0%低減

図－ 4　一般管理費等率の改定
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⑷　鋼橋積算基準の改定（表－ 3）
鋼橋製作工の間接工事費率や材料費について，

経費等の実態を踏まえ改定するとともに，桁輸送
費について，燃料費などの輸送費用の実態を踏ま
え，改定することとした。

5.　低入札価格調査基準の
計算式の改定（工事）

低入札価格調査基準は，予算決算及び会計令第
85 条において，「当該契約の内容に適合した履行
がされないこととなるおそれがあると認められる
場合」の基準と定められている。この基準に基づ
いて算出した価格を下回った場合には，履行可能
性についての調査を実施し，履行可能性が認めら
れない場合には，落札者とはしないこととしてい
る。

今般，最近の諸経費動向調査の結果に基づくと
ともに，企業として継続するために必要な経費の
対象を考慮し，工事の低入札価格調査基準の計算
式を改定した（図－ 5）。

6.　おわりに

現在，建設業が直面している課題はどれも容易
に解決できるものではない。しかし，働き方改革
や生産性向上，施工の円滑化，ダンピング対策の
徹底などに先導的に取り組み，課題の解決に向け
て，直轄土木工事の発注者としての責任を果たし
てまいりたい。

表－ 3　鋼橋積算基準の改定
【鋼橋製作⼯】
●間接⼯事費

現行 改定

間接労務費率 3７.６% ４0.８%

⼯場管理費率 ２８.８% 33.5%

●材料費
　寸法エキストラ

種別 現行 改定

ガーダー形式 1,000 円 /t 1,２00 円 /t

ボックス形式 1,６00 円 /t 1,900 円 /t

ロス率（割増率）

種別 現行 改定

鋼板 15% 1７%

スクラップ率

現行 改定

７0% ８0%

副資材費（溶接などの消耗材料）

現行 改定

1２,000 円 /t 1６,４00 円 /t

●桁輸送費

種別 現行 改定

鈑桁（鋼床版鈑桁除く） Y＝ 3４.７1X ＋  ８,0４７ Y ＝ 35.0７X ＋ 13,051

鋼床版鈑桁 Y＝ 1８.４４X ＋ 1２,４09 Y ＝ 33.11X ＋ 1４,６８６

箱桁（鋼床版箱桁除く） Y＝ ２9.31X ＋  ８,5７２ Y ＝ ２9.9４X ＋ 1２,939

トラス・アーチ・ラーメン Y＝ ２２.03X ＋  ７,0４0 Y ＝ ２４.95X ＋ 1４,5２3

横断歩道橋 Y＝ 55.８８X ＋ 15,７７８ Y ＝ ８0.８４X ＋ 11,93８

Y：輸送単価（円 /t）
X：輸送距離（km）

（参考）鋼材単価の算出式
鋼材単価＝（ベース価格＋エキストラ）×（1＋ロス率）－（スクラップ単価）×スクラップ率×ロス率

図－ 5　低入札価格調査基準の計算式の改定（工事）

○令和 ４ 年 ４ ⽉ 1 ⽇以降に⼊札公告を行う⼯事を対象に，
低⼊札価格調査基準の計算式を改定。
　「⼀般管理費等× 0.55」⇒「⼀般管理費等× 0.６８」

現行 R４.４.1 〜

【範囲】
 予定価格の
 　７.5/10 〜 9.２/10
 　 の範囲内で設定
【計算式】
 ・直接⼯事費× 0.9７
 ・共通仮設費× 0.90
 ・現場管理費× 0.90
 ・⼀般管理費等× 0.55
 上記の合計額×消費税

➡

【範囲】
 予定価格の
 　７.5/10 〜 9.２/10
 　 の範囲内で設定
【計算式】
 ・直接⼯事費× 0.9７
 ・共通仮設費× 0.90
 ・現場管理費× 0.90
 ・⼀般管理費等× 0.６８
 上記の合計額×消費税

※計算式により算出した額が上記の「範囲」を上回った（下
回った）場合には，上限（下限）値で設定。
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